
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人佐賀大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成23年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容
法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

当大学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において，「役員としての業務に

対する貢献度等を総合的に勘案し，学長が国立大学法人佐賀大学経営協議会に諮った上

で，その額の１００分の１０の範囲内で，これを増額し，又は減額することができる。」としている。

国家公務員の給与制度を参考とし，平成24年4月から報酬月額の約0.23％

を引き下げる改定を行った。

国家公務員の給与制度を参考とし，平成24年4月から報酬月額の約0.23％

を引き下げる改定を行った。

改定なし

国家公務員の給与制度を参考とし，平成24年4月から報酬月額の約0.23％

を引き下げる改定を行った。

改定なし改定なし
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２　役員の報酬等の支給状況

平成23年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,254 12,720 4,534
（　　　　　　）

千円 千円 千円 千円

6,753 5,028 1,701 24
（通勤手当）

9月30日

千円 千円 千円 千円

6,741 5,028 1,701 12
（通勤手当）

9月30日

千円 千円 千円 千円

6,753 5,028 1,701 24
（通勤手当）

9月30日

千円 千円 千円 千円

6,940 5,028 1,701 211
（通勤手当）

9月30日

千円 千円 千円 千円

690 690
（　　　　　　）

9月30日

千円 千円 千円 千円

6,936 5,028 1,883 24
（通勤手当）

10月1日

千円 千円 千円 千円

6,923 5,028 1,883 12
（通勤手当）

10月1日

千円 千円 千円 千円

月 日

A理事

B理事

C理事

D理事

F理事

E理事
（非常勤）

前職
その他（内容）

法人の長

G理事

H理事

役名
就任・退任の状況

6,936 5,028 1,883 24
（通勤手当）

10月1日

千円 千円 千円 千円

6,923 5,028 1,883 12
（通勤手当）

10月1日

千円 千円 千円 千円

930 930
（　　　　　　）

10月1日

千円 千円 千円 千円

11,808 8,688 3,096 24
（通勤手当）

＊

千円 千円 千円 千円

1,849 1,620 49
（　　　　　　　）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注２：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。

注３：「前職」欄には、役員の前職 0
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

H理事

I理事

A監事

B監事
（非常勤）

J理事
（非常勤）
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３　役員の退職手当の支給状況（平成23年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、具体的な業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記入する。

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事
（非常勤）

理事

理事
（非常勤）

監事

法人での在職期間 摘　　要

法人の長
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕
給与種目 制度の内容

賞与：勤勉手当
（査定分）

　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し，
基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ支
給割合を決定する。
（国家公務員の給与制度に準拠）

昇　　　給

　昇給日（毎年１月１日）前１年間におけるその者の勤務成績に応じて，それぞれ
昇給号俸数を決定する。
　具体的には，１年間良好な成績で勤務した者を，４号俸上位の号俸に昇給させる
ことを基準として，勤務成績に応じ昇給号俸数を加減させることにより昇給号俸数

　① 人件費管理の基本方針

当法人の教育，研究及び地域・国際貢献活動等の目的に沿った総合的な人員計画並びに中

期目標，中期計画に掲げる総人件費改革の実行計画を基に，当法人において決定された当初

予算の範囲内で適正かつ効率的な人件費管理を行う。

国家公務員の給与制度並びに毎年の人事院勧告を参考とし，対応する職種毎に給与水準

を決定する。

昇給の実施及び勤勉手当の成績率の判定に当たっては，人事評価制度による評価結果等を

踏まえた勤務成績を考慮している。

　ウ 平成23年度における給与制度の主な改正点

昇格・降格

　昇格　：　特に勤務成績が優秀で，かつ大学が定める必要経験年数を有している
者は上位の職務の級に決定することが出来る。
　　（国家公務員の給与制度に準拠）
　降格　：　勤務成績が不良な場合は，下位の級に決定することが出来る。
　　（国家公務員の給与制度に準拠）

ことを基準として，勤務成績に応じ昇給号俸数を加減させることにより昇給号俸数
を決定する。
（国家公務員の給与制度に準拠）

国家公務員の給与制度を参考とし，以下の改正を行った。

○平成２４年４月から

・ 中高年層（４０歳代以上）について給与表の水準を平均０．２３％引き下げた。

・ 給与構造改革の俸給水準引き下げに伴う現給保障額について引き下げ拡大の改定を

行った。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1287 45.2 6,630 4,983 70 1,647
人 歳 千円 千円 千円 千円

304 45 5,450 4,098 73 1,352
人 歳 千円 千円 千円 千円

587 48.4 8,173 6,116 80 2,057
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

245 38.2 4,840 3,674 46 1,166
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 51.1 5,129 3,870 67 1,259
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 45.5 7,195 5,437 69 1,758
人 歳 千円 千円 千円 千円

40 42.3 6,570 4,999 87 1,571
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 42.6 5,326 4,039 54 1,287

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

技能・労務職種

うち賞与平均年齢
平成23年度の年間給与額（平均）

うち所定内人員

医療職種
（病院医師）

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

総額
区分

常勤職員

在外職員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.2 3,092 2,646 95 446
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 62.3 3,125 2,676 107 449
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

再任用職員

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

任期付職員

事務・技術
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人 歳 千円 千円 千円 千円

199 30.6 3,727 2,910 47 817
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 48.7 3,024 2,326 63 698
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 32.7 4,260 3,287 140 973
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 47.5 3,124 2,429 60 695
人 歳 千円 千円 千円 千円

19 31.1 3,720 2,939 69 781
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

146 27 3,786 2,959 37 827
注１ ： 常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注２ ： 「技能・労務職種」とは，調理師，自動車運転手，用務員等の技能・労務的業務に従事する職種を示す。

注３ ： 「教育職種（附属高校教員）」には，附属特別支援学校教員を含む。

注４ ： 「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注５ ： 再任用職員の技能・労務職種，非常勤職員の医療職種（病院看護師），特定教育職員については，各々該当者が２人以下

　　 のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，人数以外は記載していない。

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

特定教育職員

特定看護職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

非常勤職員
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②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

0

10

20

30

40

50

60

70

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人千円

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

局　長 1 ― ― ― ―

部　長 4 56.5 ― 9,513 ―

課　長 17 55.1 7,411 7,689 8,113

副課長 31 54.4 6,320 6,489 6,663

係　長 134 49.5 5,469 5,740 6,097

主　任 54 42.4 4,478 4,900 5,394

係　員 63 29.8 3,227 3,495 3,746

平均人員分布状況を示すグループ 平均年齢

代
表
的
職
位

注２ ： 「部長」の該当者は４人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　年間給与額の第１・第３分位については表示していない。

注３ ： 「課長」には課長相当職である「事務長」及び「主幹」，「副課長」には副課長相当職である
　　　　「副事務長」，「専門職」及び「技術専門員」，「係長」には係長相当職である「技術専門職
　　　　員」を含む。

注１ ： 「局長」の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　　「平均年齢」以下の事項について記載していない。

00 
２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳
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（教育職員（大学教員））

四分位 四分位
人員 平均分布状況を示すグループ 平均年齢
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２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

年間給与の分布状況（教育職員（大学教員）） 人千円

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

教　授 215 56.5 8,923 9,642 10,205

准教授 196 46.1 7,213 7,765 8,189

講　師 55 43.5 6,524 7,338 7,944

助　教 111 39.4 5,865 6,271 6,741

助　手 3 50.5 ― 6,129 ―

教務員 7 46.8 4,845 5,367 5,785

人員 平均分布状況を示すグループ 平均年齢

代
表
的
職
位

注 ： 「助手」の該当者は３人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，年間
　　　給与額の第１・第３分位については表示していない。
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（医療職員（病院看護師））
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２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

人年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師））千円

（医療職員（病院看護師））

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

副看護部長 2 51.0 ― 6,858 ―

看護師長 21 48.2 5,845 6,053 6,183

副看護師長 41 46.6 5,449 5,693 6,158

看護師 181 35.0 3,793 4,421 5,055

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢

注 ： 「副看護部長」の該当者は２人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　　「平均年齢」以下の事項について記載していない。

平均
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③

　（事務・技術職員）

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 主任 係長 課長補佐 課長

な職位 一般職員 主任 係長 課長補佐
人 人 人 人 人 人

304 29 41 145 57 17

（割合） (    9.5% ) (    13.5% ) (    47.7% ) (    18.8% ) (    5.6% )
歳 歳 歳 歳 歳

30
～
24

51
～
27

59
～
35

59
～
41

59
～
42

千円 千円 千円 千円 千円

2,677
～

2,107

3,785
～

2,359

4,692
～

2,697

5,182
～

4,260

5,928
～

4,646
千円 千円 千円 千円 千円

3,507
～

2,783

4,989
～

3,132

6,236
～

3,629

6,935
～

5,757

7,736
～

6,340

区分 計 ６級 ７級 ８級 ９級

標準的 局長

な職位 部長
人 人 人 人

10 4 該当者なし 1
（割合） (    3.3% ) (    1.3% ) (    0.3% )

歳 歳 歳 歳

59
～
52

59
～
54

～ ～

 職級別在職状況等（平成２４年４月１日現在）（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／
医療職員（病院看護師））

一般職員

人員

人員

年齢（最高
～最低）

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

課長 部長 局長

52 54
千円 千円 千円 千円

6,757
～

5,568

7,386
～

6,812
～ ～

千円 千円 千円 千円

8,895
～

7,409

9,861
～

9,189
～ ～

　（教育職員（大学教員））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人

587 7 114 55 196 215

（割合） (    1.2% ) (    19.4% ) (    9.4% ) (    33.4% ) (    36.6% )
歳 歳 歳 歳 歳

58
～
37

55
～
29

56
～
31

63
～
33

64
～
40

千円 千円 千円 千円 千円

4,554
～

3,551

7,818
～

3,261

9,357
～

3,886

12,569
～

3,954

10,551
～

5,610
千円 千円 千円 千円 千円

6,050
～

4,698

9,341
～

4,385

11,071
～

5,214

14,648
～

5,645

12,864
～

 7,602

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注 ：９級における該当者が１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
　　から，「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

教務職員
助　教
助　手

講　師 准教授 教　授

年齢（最高
～最低）

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)
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　（医療職員（病院看護師））

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的 看護部長

な職位 副看護部長
人 人 人 人 人 人

245 該当者なし 181 41 21 2

（割合） (    73.9% ) (    16.7% ) (    8.6% ) (    0.8% )
歳 歳 歳 歳 歳

～
58
～
24

59
～
31

55
～
39

～

千円 千円 千円 千円 千円

～
4,553

～
2,443

4,993
～

3,294

4,954
～

3,890
～

千円 千円 千円 千円 千円

～
6,039

～
3,231

6,690
～

4,278

6,691
～

5,336
～

④

　（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

61.8 64.6 63.3

％ ％ ％

賞与（平成23年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／
医療職員（病院看護師））

准看護師 看護師 副看護師長 看護師長

人員

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)

注 ：５級における該当者が２人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
　　から，「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

区分

一律支給分（期末相当）

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.2 35.4 36.7

％ ％ ％

         最高～最低 48.0～33.0 45.2～30.5 45.2～31.7

％ ％ ％

64.9 67.4 66.2

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.1 32.6 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～31.6 37.8～29.2 37.7～30.4

　（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

62.8 65.8 64.3

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.2 34.2 35.7

％ ％ ％

         最高～最低 48.6～33.6 45.2～30.9 46.9～32.3

％ ％ ％

64.9 67.5 66.2

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.1 32.5 33.8

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～32.3 41.1～29.7 43.4～31.1

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

管理
職員
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　（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

62.7 65.3 64.0

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.3 34.7 36.0

％ ％ ％

         最高～最低 39.9～34.5 37.8～31.3 36.3～35.7

％ ％ ％

64.4 67.2 65.9

％ ％ ％
査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.6 32.8 34.1

％ ％ ％

         最高～最低 40.5～31.6 37.8～29.2 39.1～30.4

⑤

　（事務・技術職員）

対国家公務員（行政職（一）） 80.3

対他の国立大学法人等（事務・技術職員） 93.0

　（教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

職員と国家公務員及び他の国立大学法人等との給与水準（年額）の比較指標
（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

対他の国立大学法人等（教育職員（大学教員）） 94.3

　（医療職員（病院看護師））

対国家公務員（医療職（三）） 98.5

対他の国立大学法人等（医療職員（病院看護師）） 97.2

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他の国立大学法人等」

においては、すべての国立大学法人等を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給

与水準を100として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出
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給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案 ８７．４

参考 学歴勘案 ８０．５

地域・学歴勘案 ８７．３

○医療職員（病院看護師）

地域勘案 １０１ ０

　給与水準の適切性の
　検証

講ずる措置 引き続き，国に準拠した給与により適正な給与水準を維持してまいりたい。

項目

内容

指数の状況

対国家公務員　　　８０．３

　国に比べて給与水準
  が高くなっている定量
  的な理由

内容

【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

【国からの財政支出について】
　　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　　　３３％
　　（国からの財政支出額　１１，３８４，１７５千円，
　　  支出予算の総額   　　３４，５１９，７５８千円：平成23年度予算）

【検証結果】
　　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は３３％，対国家公務員の
 指数は ８０．３ であり，また，累積欠損は無い。
　　以上のことから，給与は適切な水準と考えられる。

【累積欠損額について】
累積欠損額　　　　０円（平成22年度決算）

項目

対国家公務員　　　　９８．５

地域勘案 １０１．０

参考 学歴勘案 ９７．１

地域・学歴勘案 １０１．６

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 92.0

　国に比べて給与水準
  が高くなっている定量
  的な理由

　給与水準の適切性の
　検証

講ずる措置

【国からの財政支出について】
　　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　　　３３％
　　（国からの財政支出額　１１，３８４，１７５千円，
　　  支出予算の総額   　　３４，５１９，７５８千円：平成23年度予算）
【検証結果】
　　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は３３％，対国家公務員の
 指数は ９８．５であり，また，累積欠損は無い。
　　以上のことから，給与は適切な水準と考えられる。

【累積欠損額について】
累積欠損額　　　　０円（平成22年度決算）

　　（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，平成23年度の教育職員（大学
　　　　教員）と国の行政職(一)の年収比率を比較して算出した指数である。

引き続き，国に準拠した給与により適正な給与水準を維持してまいりたい。

指数の状況

【主務大臣の検証結果】
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給与水準
は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めていただきたい。

なお，平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水準

（年額）の比較指標である。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成23年度）

前年度
（平成22年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注 ： 「非常勤役職員等給与」においては，寄附金，受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る

費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，当法人の財務諸表附属明細書の「18 役員及び教職

員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項

（　5.1％）
最広義人件費

16,917,006 16,096,918 820,088 （　5.1％） 820,088

（　8.3％）

福利厚生費
1,769,429 1,661,122 108,307 （　6.5％） 108,307 （　6.5％）

非常勤役職員等給与
3,291,869 3,038,988 252,881 （　8.3％） 252,881

（　0.3％）

退職手当支給額
1,122,527 693,777 428,750 （ 61.8％） 428,750 （ 61.8％）

給与、報酬等支給総額
10,733,181 10,703,031 30,150 （　0.3％） 30,150

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成22年度）からの増△減

① 「給与，報酬等支給総額」及び「最広義人件費」についての増減要因

「給与，報酬等支給総額」について，対前年度比0.3ポイント増となっているが，これは前年度に比べ職員数

が増加したことが主な要因となったものである。

また，「最広義人件費」については，対前年度比5.1ポイント増となっているが，これは上記増額要因に併せ

て，定年退職者が前年度に比べて多かったことによる退職手当の大幅増が要因となったものである。

② 「行革推進法 「行政改革 重 方針 （平 議決定） 件費削減 取組 状

【主務大臣の検証結果】

　　「平成22年度までの５年間で５％以上削減を達成し、平成23年度も人件費改革を継続しており問題ないと考える。」

基準年度
（平成17年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

11,840,825 11,395,498 11,289,121 11,148,570 10,869,965 10,703,031 10,733,181

△ 3.8 △ 4.7 △ 5.8 △ 8.2 △ 9.6 △ 9.4

△ 3.8 △ 5.4 △ 6.5 △ 6.5 △ 6.4 △ 5.9

注2：（上記）平成23年度の人件費削減率（補正値）では▲5.9%という数値であるが、人勧部分の補正を考慮しない場合（実態
　　ベース）では、▲6.2%※（▲6.15%を四捨五入）という数値となる。

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

総人件費改革の取組状況

注1：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧告を踏まえた
　　官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率であり、平成18年、平成19年、平成20年、平成21年、平成22年、
　　平成23年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0%、0.7%、0%、▲2.4%、▲1.5%、▲0.23％である。

注3：基準年度（平成17年度）の給与、報酬等支給総額は、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出した平成17年度
　　人件費予算相当額である。

また，「最広義人件費」については，対前年度比5.1ポイント増となっているが，これは上記増額要因に併せ

て，定年退職者が前年度に比べて多かったことによる退職手当の大幅増が要因となったものである。

② 「行革推進法」及び「行政改革の重要方針」（平17．12．24閣議決定）による人件費削減の取組の状況

中長期的観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策として，総人件費改革の実行計画を

踏まえた人件費の削減を目指し，当法人の教育，研究及び地域・国際貢献活動等の目的に沿った組織の改編

等を見据えた，総合的な人員計画及び定年退職者の後任不補充も視野に入れた人員管理のルールを策定

し，効率的で実効性のある人件費削減に取り組んでいる。

上記を踏まえ，総人件費削減必要額に対応した削減数を決定し，大学教員及び事務系職員の人員削減計

画を実施し，平成22年度までに５％の人件費の削減を達成し，平成23年度も継続して人件費の削減に取組ん

だ。
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Ⅳ 法人が必要と認める事項

国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第2号）に基づく国家公務員の
給与の見直しに関連して，以下のとおり給与減額措置を講ずることとした。

【役員】
・平成24年5月から実施。
【職員】
・平成24年5月から実施。
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